
第97回 定時株主総会

招 集ご 通 知

＜会社提案（第1号議案から第4号議案まで）＞
第1号議案　剰余金の配当の件
第2号議案　取締役５名選任の件
第3号議案　社外取締役の報酬額�

改定の件
第4号議案　取締役（社外取締役を除く）

に対する譲渡制限付株式の
割当てのための�
報酬決定の件

＜株主提案（第5号議案から第8号議案まで）＞
第5号議案　取締役１名選任の件
第6号議案　目的の変更に係る�

定款変更の件
第7号議案　重要な資産の譲渡の件
第8号議案　政策保有株式売却に係る

定款変更の件

決議事項

証券コード：8818

新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ
新型コロナウイルス感染症の終息については、今だ先行きが
不透明な状況にありますが、株主総会にご出席される株主様
におかれましては、株主総会開催日現在の感染状況やご自身
の体調をご確認のうえ感染防止にご配慮賜りますようお願い
申しあげます。
また、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる
場合がありますので、ご協力賜りますようお願い申しあげます。

株主総会のお土産に関するお知らせ
株主総会にご出席の株主さまへお配りしておりましたお土産は、
本年よりとりやめとさせていただきます。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

日　時

2020年6月16日（火曜日）
午前10時

場　所

大阪市北区中之島五丁目3番68号
リーガロイヤルホテル 3階「光琳の間」

従来の会場から変更しておりますので、
ご注意ください。!
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1.	お客さま本位の徹底
	 お客さまのニーズと信頼に応え、安全で良質な環境とサービスを提供します。

2.	コンプライアンスの実践
	 法令および規律を遵守し、高い倫理観に根ざした社会的良識をもって行動します。
	 また、公正、透明、適正な取引を行い、政治、行政との健全かつ正常な関係を保ちます。
	 反社会的勢力および団体とは一切関係を遮断し、毅然とした対応をします。

3.	社会発展への貢献
	 地域との良好な関係を構築し、良き市民として積極的に社会貢献活動を行います。

4.	公正な情報開示
	 株主はもとより、広く社会とのコミュニケーションをとり、企業情報を適時、的確かつ公正に開示します。

5.	環境問題への取り組み
	 環境保全は経営の重要な課題であることを認識し、自主的、積極的に環境問題に取り組みます。

6.	個性を尊重する企業風土
	 ゆとりと豊かさを実現し、安全で働きやすい職場環境を確保するとともに、社員の人格、個性を十分尊
重します。

京阪神ビルディングは、

1. 価値ある事業空間を提供しお客様と共に発展することにより、社会に貢献します。
2. 信用を重んじ質を重視した経営を堅持して、お客様・株主・社員の信頼に応えます。
3. 革新と効率を尊び、活力ある企業風土を築きます。

という経営理念に基づいて、以下に掲げる指針に従って行動します。

経営理念

企業行動指針
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証券コード 8818
2020年５月27日

株 主 各 位
大阪市中央区瓦町四丁目２番14号
京阪神ビルディング株式会社
代表取締役社長 南 浩 一

第97回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第97回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は書面または電磁的方法（インターネット等）により議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述のご
案内に従って、2020年６月15日（月曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願
い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2020年６月16日（火曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区中之島五丁目３番６８号

リーガロイヤルホテル ３階「光琳の間」
(末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。)

従来の会場から変更しておりますので、ご注意ください。
３. 目 的 事 項

　報告事項 １ 第97期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計
算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２ 第97期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 2 ―

　決議事項
（会社提案）
　 第１号議案 剰余金の配当の件
　 第２号議案 取締役５名選任の件
　 第３号議案 社外取締役の報酬額改定の件
　 第４号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の割当てのための

報酬決定の件
（株主提案）
　 第５号議案 取締役１名選任の件
　 第６号議案 目的の変更に係る定款変更の件
　 第７号議案 重要な資産の譲渡の件
　 第８号議案 政策保有株式売却に係る定款変更の件

【書面による議決権の行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示くださり、行使期限までに到着す
るようご返送ください。

【インターネット等による議決権の行使の場合】
　インターネット等により議決権を行使される場合には、５頁に記載の「インターネット
等による議決権行使のご案内」をご確認のうえ、議案に対する賛否をご入力ください。

以 上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申しあ
　げます。なお、当日の受付開始は午前９時を予定しております。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
　の当社ウェブサイト（https://www.keihanshin.co.jp/）に掲載させていただきます。
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議決権行使のご案内

当日ご出席の場合

開催日時  2020年６月16日（火曜日）  午前10時

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

当日ご出席願えない場合

行使期限  2020年６月15日（月曜日）  午後５時必着
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入の上、行使期限までに
到着するようご返送ください。

書面による議決権行使

行使期限  2020年６月15日（月曜日）  午後５時まで
議決権行使サイト(https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画
面の案内に従い行使期限までに賛否をご入力ください。
詳細は次ページをご参照ください。

インターネット等による議決権行使
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書面による議決権行使のご案内
行使期限：2020年６月15日（月曜日）午後５時到着分まで
　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示していただき、ご返送願います。
　当社取締役会の意見にご賛成の場合は、株主提案に対する賛否ご記入欄
の「否」の欄に○印をご表示願います。
※ 各議案につき賛否のご表示が無い場合は、会社提案については賛成、株主提案に
ついては反対の意思表示があったものとして取り扱わせていただきます。

■記入方法のご案内

■記入例

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。　 ▶賛成の場合：「賛」の欄に〇印 
▶反対の場合：「否」の欄に〇印

会社提案・取締役会の意見に
ご賛同いただける場合

会社提案・取締役会の意見に
反対される場合

第１号議案から第４号議案は当社取締役会
からご提案させていただく議案です。

第５号議案から第８号議案は一部の株主様
からのご提案です。
取締役会としてはこれらの議案いずれにも
反対しております。詳細は52ページ以降を
ご参照ください。
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インターネット等による議決権行使のご案内
　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認
の上、行使していただきますようお願い申しあげます。

パソコン、スマートフォン又は携帯電話の場合 アクセス手順

❶ WEBサイトへアクセス

❷ ログインする

❸ パスワードの入力

以降は画面の入力案内に従って
賛否をご入力ください。

❹  

●インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン

クセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に記載の議決
権行使コード及びパスワードをご利用の上、画面の案内に従
って議案の賛否をご入力ください。

又は携帯電話から議決権行使サイト（https://www.web54.net）にア

 
●インターネットによる議決権行使は、2020年6月15日（月曜日）午
後5時まで受付いたします。 
（議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお
願いいたします。）

●議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続
料金及び通信事業者への通信料金（電話料金等）は株主様のご
負担となります。

インターネットによる
議決権行使に関する
お問い合わせ

機関投資家の皆さまへ
株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくこ
とも可能です。

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート
0120- 652- 031 ［受付時間（午前9時～午後9時）］

※書面とインターネット等により二重に議決権を行使された場合は､インターネット等によるものを有効な
議決権行使としてお取扱いいたします｡また､インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合
は､最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
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添付書類
事 業 報 告
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果
当期におけるわが国経済は、海外経済や貿易の減速と消費税率引上げによる民間消費の落ち込
み等で弱含みであったところへ、2020年１月以降、新型コロナウイルス感染症の国内外での拡
大により景気が大幅かつ急激に下振れし、厳しい状況になりました。
不動産賃貸業界におきましても、今後影響が及んでくるものと思われますが、当期は期全般に
わたり都心部の優良オフィスビルを中心に空室率・賃料水準とも無難に推移してきました。
このような環境の中、当社においては営業活動に注力した結果、空室率は前期末の0.8％から
さらに低下し、当期末には満室稼働となりました。また、当期は新中期経営計画「ここからの挑
戦～新たな成長のステージへ～」を策定し、東京都港区虎ノ門でのオフィスビル開発および大阪
市内でのデータセンタービル開発を同時並行で進めてまいりました。

当期の連結業績は、既存ビルの稼働率向上などにより、売上高は15,319百万円と前期比323
百万円（2.2％）の増収となりました。つれて、売上総利益は6,831百万円と前期比60百万円
（0.9％）の増益、営業利益は5,414百万円と前期比37百万円（0.7％）の減益、経常利益は
5,214百万円と前期比0百万円（0.0％）の増益となりました。また、親会社株主に帰属する当期
純利益は3,919百万円と前期比79百万円（2.0％）の減益となりました。

事業別の業績（営業利益は連結決算調整前）は、次のとおりであります。
　① 土地建物賃貸事業
　売上高は15,220百万円（前期比277百万円、1.9％増）、営業利益は6,155百万円（前期
比33百万円、0.5％減）となりました。

　② その他の事業
売上高は98百万円（前期比46百万円増）、営業損失は4百万円となりました。
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15,319
5,214

3,919

136,605 64,377
74.63

■ 売上高 ■ 経常利益

0

3,200

6,400

9,600

12,800

16,000
（百万円）

第94期 第95期 第96期 第97期 第94期 第95期 第96期 第97期 第94期 第95期 第96期 第97期

第94期 第95期 第96期 第97期 第94期 第95期 第96期 第97期第94期 第95期 第96期 第97期

0

1,200

2,400

3,600

4,800

6,000
（百万円）

■ 親会社株主に帰属する当期純利益

0

1,000

2,000

3,000

4,000
（百万円）

■ １株当たり当期純利益 ■ 総資産

0

20

40

60

80
（円）

0

28,000

56,000

84,000

112,000

140,000
（百万円）

■ 純資産

0

13,000

26,000

52,000

39,000

65,000
（百万円）

14,99514,79914,380

74.63

66.58
60.68

4,740

132,780
122,964

113,204

3,998

3,585
3,272

64,22862,227
58,862

5,2145,044

　
（2）設備投資の状況
　当期に実施しました設備投資の総額は10,639百万円で、その主なものは現在仕掛かり中の大
阪市内でのデータセンタービル開発建設費用の一部および既存ビル更新工事であります。
　
（3）資金調達の状況
　上記の設備投資の所要資金は、金融機関借入、社債の発行および自己資金で賄っております。
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（4）対処すべき課題
　今後のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による極めて厳しい状況が続くと見込
まれ、内外経済のさらなる下振れや金融資本市場の変動等に十分注意していく必要があります。
　不動産業界も、かかる経済情勢と密接に関わっており、オフィス賃貸市況の将来見通しなどは
楽観できないと考えられます。
　当社が2019年10月に策定した新中期経営計画「ここからの挑戦～新たな成長のステージへ
～」では、前計画策定から約２年半の間の内外の環境変化を踏まえ、中長期目標の見直しを行い
ました。特色ある４事業（オフィスビル、データセンタービル、ウインズビル（場外勝馬投票券
発売所）、商業施設・物流倉庫）を軸に、事業用不動産の賃貸事業に注力していく方針は不変で
あり、現に東京・大阪で新規ビル開発事業が進行中であります。今後とも、産業構造やライフス
タイル・ワークスタイル、不動産市況等の変化を機敏に捉えて、既存事業の深堀りや新規事業の
展開等を通じて安定的な収益源を拡充することにより、企業価値のさらなる向上に努めてまいり
ます。
　さらに、ガバナンスの質の向上や社会・環境問題の側面にも十分配慮し、幅広いステークホル
ダーを視野に入れながら、持続可能な社会の形成に寄与するように努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後とも一層のご支援とご協力を賜りますようお願い
申しあげます。

（5）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分 第94期
（2017年３月期）

第95期
（2018年３月期）

第96期
（2019年３月期）

第97期（当期）
（2020年３月期）

売 上 高 14,380 14,799 14,995 15,319
経 常 利 益 4,740 5,044 5,214 5,214
親会社株主に帰属する当期純利益 3,272 3,585 3,998 3,919

１株当たり当期純利益 円 銭
60 68

円 銭
66 58

円 銭
74 63

円 銭
74 63

総 資 産 113,204 122,964 132,780 136,605
純 資 産 58,862 62,227 64,228 64,377
（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式数控除後）により算出しております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
　① 親会社の状況
該当事項はありません。

　② 子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出資比率 主な事業内容

百万円 ％
京阪神建築サービス株式会社 86 100 建物の総合管理業務
(注) 連結の範囲に含む会社は、上記の１社であります。

（7）主要な事業内容
　① 土地建物賃貸
オフィスビル・データセンタービル・ウインズビル・商業施設・物流倉庫等の賃貸、建物お
よび設備の総合管理

　② その他
一般建築請負等

　
（8）従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
45名 ２名増 47.7歳 10.9年

（注）上記には使用人兼務取締役を含んでおりません。
　
（9）主要な借入先

借 入 先 借 入 額
百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,220
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 3,161
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 975
株 式 会 社 り そ な 銀 行 900
株 式 会 社 み な と 銀 行 785

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 10 ―

２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 80,000,000株
（2）発行済株式の総数 52,882,298株（自己株916,057株を含む。）
（3）株 主 数 7,879名
（4）大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

銀 泉 株 式 会 社 6,440 12.4
INTERTRUST TRUSTEES(CAYMAN) LIMITED SOLELY IN ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-UP 2,887 5.6
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,133 4.1
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,638 3.2
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,546 3.0
ダ イ キ ン 工 業 株 式 会 社 1,421 2.7
株 式 会 社 き ん で ん 1,393 2.7
鹿 島 建 設 株 式 会 社 1,376 2.6
株 式 会 社 三 重 銀 行 1,287 2.5
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,084 2.1

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
① 新株予約権の概要
発行回次
(付与決議日) 新株予約権の数 目的となる株式の

種類および数 行使期間 発行価額

第１回新株予約権
(2016年６月21日)

630個
(1個当たり100株) 普通株式 63,000 株 2016年７月７日から

2036年７月６日まで
1個当たり
46,500円

第２回新株予約権
(2017年６月20日)

528個
(1個当たり100株) 普通株式 52,800 株 2017年７月６日から

2037年７月５日まで
1個当たり
65,000円

第３回新株予約権
(2018年６月19日)

389個
(1個当たり100株) 普通株式 38,900 株 2018年７月５日から

2038年７月４日まで
1個当たり
78,700円

第４回新株予約権
(2019年６月18日)

383個
(1個当たり100株) 普通株式 38,300 株 2019年７月４日から

2039年７月３日まで
1個当たり
95,000円

（注）1. 上記新株予約権の１株当たり行使価格は、１円であります。
2. 上記新株予約権の行使は、当社の取締役、監査役および執行役員のいずれの地位をも退任した日の
翌日から10日間に限られます。

3. 社外取締役および社外監査役は保有しておりません。

② 当社役員の保有状況
区 分 発行回次 新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数

取締役
(社外取締役を除く)

第１回新株予約権 575個 57,500 株 ４ 名

第２回新株予約権 483個 48,300 株 ４ 名

第３回新株予約権 359個 35,900 株 ５ 名

第４回新株予約権 344個 34,400 株 ５ 名

監査役
(社外監査役を除く)

第１回新株予約権 55個 5,500 株 １ 名

第２回新株予約権 45個 4,500 株 １ 名

第３回新株予約権 30個 3,000 株 １ 名

第４回新株予約権 39個 3,900 株 １ 名

（注）当社監査役が保有している新株予約権は、当社取締役在任中に付与されたものであります。

（2）当事業年度中に当社従業員等に交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等 （2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 中 野 健 二 郎
丸一鋼管株式会社 社外取締役
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社
社外取締役（監査等委員）

代 表 取 締 役 社 長 南 浩 一
常 務 取 締 役 山 本 真 司 営業統括
取 締 役 多 田 順 一 管理統括兼企画部長兼総務部長
取 締 役 谷 口 昌 和 建築技術部長

取 締 役 河 内 一 友
株式会社ＲＫＢ毎日ホールディングス
社外取締役
株式会社きんえい 社外取締役

取 締 役 吉 田 享 司 公認会計士
株式会社ジェイテクト 社外監査役

取 締 役 野 村 雅 男 小野薬品工業株式会社 社外取締役
常 勤 監 査 役 西 田 滋
監 査 役 富 髙 正 信
監 査 役 竹 田 千 穂 弁護士

（注）1. 取締役 野村雅男氏、監査役 西田 滋氏および竹田千穂氏は、2019年６月18日開催の第96回定時
株主総会において、新たに選任され就任いたしました。

2. 2019年６月18日開催の第96回定時株主総会終結の時をもって、西田 滋氏は取締役を、河野健二
氏および西出智幸氏は監査役を、それぞれ任期満了により退任いたしました。

3. 取締役 河内一友氏、吉田享司氏および野村雅男氏は、社外取締役であります。
4. 監査役 富髙正信氏および竹田千穂氏は、社外監査役であります。
5. 取締役 河内一友氏、吉田享司氏、野村雅男氏および監査役 竹田千穂氏につきましては、東京証券取
引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

6. 竹田千穂氏の戸籍上の氏名は草島千穂でありますが、職務上使用している氏名で表記しております。
7. 2020年１月28日付にて、取締役の業務委嘱を下記のとおり変更いたしました。

氏 名 　変 更 前 　変 更 後

多 田 順 一 取締役管理統括兼企画部長 取締役管理統括兼企画部長
兼総務部長

8. 当社では、取締役会の監督機能の強化および業務執行の効率化のため執行役員制度を導入しておりま
す。執行役員は５名で、代表取締役社長 南 浩一氏、常務取締役 山本真司氏、取締役 多田順一氏
および谷口昌和氏が執行役員兼務であり、また、経理部長 田渕稔規氏が執行役員であります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

（3）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 数 支 給 総 額
取 締 役
（うち社外取締役）

9名
（ 3名)

202,863千円
（ 21,150千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

5名
（ 3名)

37,521千円
（ 13,800千円）

　（注）1. 支給総額には、2019年６月18日開催の第96回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名お
よび監査役２名を含んでおります。

2. 支給総額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取
締役32,163千円、監査役3,546千円）を含んでおります。

3. 上記のほか、使用人兼務取締役に対して使用人給与38,250千円支給しております。
　
（4）社外役員に関する事項

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 河 内 一 友 当事業年度開催の取締役会11回の全てに出席し、主に経験
豊富な経営者の観点から、適宜発言を行っております。

取 締 役 吉　田 享 司
当事業年度開催の取締役会11回の全てに出席し、主に公認
会計士としての長年の経験と幅広い知見から、適宜発言を行
っております。

取 締 役 野 村 雅 男 就任後開催の取締役会９回の全てに出席し、主に経験豊富な
経営者の観点から、適宜発言を行っております。

監 査 役 富 髙 正 信
当事業年度開催の取締役会11回の全てに、また、監査役会
12回の全てに出席し、主に経験豊富な経営者の観点から、
適宜発言を行っております。

監 査 役 竹 田 千 穂
就任後開催の取締役会９回の全てに、また、監査役会10回
の全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、適宜
発言を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
　仰星監査法人
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

項 目 支 払 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 16,800千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,300千円
　（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額
を含めております。

2. 当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、社債発行に係るコンフォートレ
ター作成業務等であります。

(3) 会計監査人の報酬等の額に監査役会が同意した理由
　監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指
針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬の見積りの算出根拠などを確
認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人と
してふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人として重大な支障があると判断した場合
には、監査役全員の同意に基づき、会社法第340条第１項各号の定めにより会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨、および解任の理由を報告いたします。
　監査役会は、会計監査人の独立性および専門性その他職務の執行に支障があると判断される場
合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合に
は、株主総会に提出する会計監査人の選任および解任ならびに会計監査人を再任しないことに関
する議案の内容を決定いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役会における決議の内容の概要
　当社は、会社法第362条第５項に基づき、内部統制システムの整備に必要とされる各条項に関
する方針を「会社法に基づく内部統制システム整備に関する基本方針」として、以下のとおり定
めております。代表取締役および取締役は、この方針に従い当社および当社子会社から成る企業
集団（以下、「当企業集団」という。）の適正で効率的な業務執行のための体制を整備し、経営環
境の変化に対応するため、この基本方針を毎年見直し、必要に応じて取締役会に付議し、その改
善、充実を図ります。
　
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(イ) 取締役は、当企業集団のコンプライアンスの確立を経営の重要課題の一つと位置付け、
法令などの社会規範および定款などの社内規範を遵守するため、「コンプライアンス規程」
に基づき、当企業集団の経営理念を尊重し「企業行動指針」および「企業行動基準」に従
って行動する。また管理部門担当取締役は、コンプライアンス違反行為などの報告・相談
を受付けるため設置した「社内報告相談制度」の運用状況を監督し、その結果を定期的に
社長に報告する。

(ロ) 取締役は、コンプライアンス経営の徹底を図るため、「コンプライアンス委員会」を活
用し、コンプライアンス施策の当企業集団における実施状況の把握、取締役、執行役員お
よび使用人の教育研修などを行い、委員会の活動内容を定期的に社長に、必要に応じて経
営会議ないし取締役会に報告する。

(ハ) 取締役は、社会の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対する
方針を「企業行動指針」および「企業行動基準」に示すと共に当企業集団の体制を整備
し、警察等外部機関と連携してこれらの勢力に対しては毅然たる態度で臨み、関係排除に
取り組むものとする。

(ニ) なお監査室長は、当企業集団のコンプライアンスの状況について適宜監査を実施し、そ
の結果を社長およびコンプライアンス委員会に、必要に応じて取締役会に報告する。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(イ) 取締役は、それぞれの職務の執行に係る情報を「文書管理規程」、「情報システム管理規
程」などの社内規程に基づき、書面文書または電子文書に記録し、適切に保存し管理す
る。

(ロ) 管理部門担当取締役は、「文書管理規程」、「情報システム管理規程」などの情報の保存、
管理に関する規程を必要に応じて適宜見直し、改善を図るほか、重要な情報の保存状況を
検索可能とし、必要に応じて閲覧可能とする体制を整備する。

(ハ) なお監査室長は、重要な情報の保存および管理の状況について適宜監査を実施する。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(イ) 各部室長は、「リスク管理規程」に基づき担当部署の業務に付随するリスクの管理を行
う。

(ロ) 取締役は、各リスクを統合し全体的な管理を行うため、「リスク管理委員会」を活用し、
㋑ リスクの特定、評価の総合管理
㋺ リスク管理方針、管理計画の策定および見直し
㋩ リスク管理状況の取りまとめ
などの所管事項を定期的に社長に、必要に応じて経営会議ないし取締役会に報告する。

(ハ)「事業継続計画」を整備し、緊急事態が発生した時に会社がとるべき対応について周知
徹底を図る。

(ニ) なお監査室長は、各部室の日常的なリスク管理状況について、適宜監査を実施し、監査
結果を社長およびリスク管理委員会に報告する。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(イ) 当社は、取締役会を原則月１回開催し、取締役会は「取締役会規則」に従い、経営に関
する重要事項の決定、取締役の職務執行状況の監督などを行う。

(ロ) 取締役は、取締役会が決定した基本方針に基づき、経営会議において業務の執行ならび
に計画に関する報告および審議を行い、職務の執行の効率化を図る。

(ハ) 取締役は、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」などに従って、職務の執行
に必要な決定を行う。これらの規程は、法令の改廃・職務の執行の効率化推進などの必要
に応じて適宜見直す。

(ニ) 重要な職務の執行については、「稟議規程」に基づき、事前に権限者の決裁を受ける。
(ホ) 取締役会において、執行役員を選任し、効率的な職務の執行を行う。

　 ⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(イ) 取締役は、使用人が常にコンプライアンス意識をもって業務に取り組むよう、「コンプ
ライアンス規程」、「企業行動指針」および「企業行動基準」を定め、具体的に遵守すべき
事項を明示する。

(ロ) 取締役は、コンプライアンス経営に基づく社内の体制や健全な社風を維持し向上させる
ため、コンプライアンス委員会の活動を継続して機能させる。またコンプライアンス委員
会の活動状況を把握するため所管事項について定期的に社長に、必要に応じて経営会議な
いし取締役会に報告する。さらに、社内におけるコンプライアンス違反行為などの報告・
相談を受付けるため設置した「社内報告相談制度」を適切に運用する。

(ハ) なお監査室長は、「内部監査規程」に基づき、会計監査、業務監査、特別監査を実施し、
使用人の業務の執行状況を社長に報告する。
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　 ⑥ 当企業集団における業務の適正を確保するための体制
(イ) 取締役および関係部門は、「関係会社管理規程」に従い、子会社との「経営指導協定
書」、「業務委託契約書」などに基づき、子会社の指導管理を行い、企業集団としての業務
の適正確保と効率性の向上を推進する。

(ロ) 取締役および関係部門は、子会社の取締役、使用人等の職務の執行に係る事項を把握す
るため当企業集団において開催される会議等で子会社から報告を求めるほか、子会社の取
締役会議事録、計算書類および稟議書等の閲覧を行い、子会社の職務の執行が法令および
定款に適合することを確認し、当企業集団の業務の適正確保と効率性の向上を推進する。

(ハ) 取締役は、「リスク管理規程」を当企業集団各社にも適用し、またリスク管理の状況を
「リスク管理委員会」を活用し適切に把握し対応する体制を整備する。
(ニ) 当企業集団に属する会社間の取引は、法令・会計原則その他の社会規範に照らし適切に
処理する。

(ホ) 監査役および監査室長は、当企業集団各社の監査ないし内部監査を実施し、職務の執行
が法令および定款に適合していることを確認し、当企業集団の業務全般にわたる内部統制
の有効性と妥当性を確保する。また、監査の年次計画、実施状況およびその結果を、必要
に応じて取締役会に報告する。

　
⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
(イ) 監査役の職務を補助する組織を総務部とし、必要に応じて総務部員が補助する。
(ロ) 監査役の職務を補助すべき専任の使用人を置く時は、監査役の意見を尊重して決定す
る。

　
　 ⑧ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
(イ) 監査役の職務を補助すべき専任の使用人の人事考課は、常勤監査役が行い、任免、異動
については監査役会の意見を尊重する。

(ロ) 監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性を確保するため、監査役が当該使
用人を取締役から独立させて業務を行うよう指示することが出来る体制とする。
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　 ⑨ 当企業集団の取締役、執行役員、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた
　 者が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
(イ) 当企業集団の取締役は、以下の事項について、監査役に対して報告を行う。
　㋑ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
　㋺ 内部監査およびリスク管理に関する重要な事項
　㋩ コンプライアンス違反に関する重要な事項
　㊁ その他㋑～㋩に準じる事項
(ロ) 当企業集団の取締役、執行役員、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受け
た者は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて、必要な報告および情
報提供を行う。

(ハ) 取締役は、監査役へ報告を行った当企業集団の取締役、執行役員、監査役および使用人
またはこれらから報告を受け監査役に報告した者が、当該報告を行ったことを理由として
不利な取扱いを受けないよう体制を整備し、その旨を当企業集団全体に周知する。

　 ⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(イ) 監査役会は、代表取締役、会計監査人、監査室長との間に、それぞれ定期的に意見・情
報を交換する機会を設ける。

(ロ) 監査役は、監査の実効性を確保するため、監査役会が定めた業務の分担に従い、取締役
会、経営会議、役員部長会その他の重要な会議に出席するほか、取締役会議事録、稟議書
その他重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役、執行役員および使用人に説明を求め
る。

(ハ) 監査役会は、独自の意見形成および監査の実施にあたり必要と認めるときは、法律事務
所、会計監査人などを活用する。

(ニ) 監査役の職務を執行する上で必要な費用の請求等があった場合は、速やかに当該費用ま
たは債務を支払うものとする。

(2) 当事業年度における運用状況の概要
　当社では、上記のとおり業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当事業年度
における当該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

　 ① 重要な会議の開催状況
　当社の取締役会は11回開催され、社外取締役３名を含む取締役８名で構成し、監査役３名
（うち社外監査役２名）も出席した上で開催し、取締役の適正な職務執行の確保に努めました。
その他、監査役会は12回、経営会議は11回、リスク管理委員会は４回、コンプライアンス委
員会は５回開催いたしました。
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　 ② 監査役の職務の執行について
　監査役は、当企業集団の監査方針を含む監査計画を策定し、取締役会等重要な会議への出
席、稟議書等重要な文書の閲覧、取締役および使用人との対話、ならびに監査役会における監
査役間の情報交換等に基づき会社の状況を把握し、また会計監査人・監査室との連携の強化を
図り、取締役および使用人の職務の執行状況を監査いたしました。
　常勤監査役は、子会社監査役を兼務し、子会社の取締役会への出席、稟議書等重要な文書の
閲覧ならびに子会社の取締役および使用人からの報告の聴取等の方法により、子会社の取締役
および使用人の職務の執行状況を監査いたしました。

　
　 ③ 内部監査の実施について
　監査室は、内部監査計画に基づき、当社の各部門および子会社の業務の監査、ならびに内部
統制監査を実施いたしました。

　

　
　

　
　
　

　
（注）本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 13,742,910 流 動 負 債 8,378,689
現 金 及 び 預 金 13,205,088 買 掛 金 8,356
受取手形及び売掛金 408,750 短 期 借 入 金 4,146,000
そ の 他 129,071 未 払 法 人 税 等 1,013,600

固 定 資 産 122,862,203 賞 与 引 当 金 32,972
有形固定資産 107,460,636 そ の 他 3,177,760
建 物 及 び 構 築 物 28,898,029 固 定 負 債 63,848,668
土 地 52,664,231 社 債 40,000,000
信 託 建 物 2,092,687 長 期 借 入 金 14,255,950
信 託 土 地 11,038,280 長期預り保証金・敷金 6,212,865
建 設 仮 勘 定 12,614,237 繰 延 税 金 負 債 1,971,127
そ の 他 153,170 再評価に係る繰延税金負債 1,142,377

無形固定資産 116,323 退職給付に係る負債 75,349
投資その他の資産 15,285,244 資 産 除 去 債 務 114,198
投 資 有 価 証 券 12,629,349 そ の 他 76,800
差 入 保 証 金 ・ 敷 金 2,193,232 負 債 合 計 72,227,357
繰 延 税 金 資 産 12,111 純 資 産 の 部
そ の 他 450,550 株 主 資 本 63,108,221

資 本 金 9,827,611
資 本 剰 余 金 9,199,840
利 益 剰 余 金 45,281,222
自 己 株 式 △1,200,452

その他の包括利益累計額 1,148,016
その他有価証券評価差額金 5,844,230
土 地 再 評 価 差 額 金 △4,696,213

新 株 予 約 権 121,518
純 資 産 合 計 64,377,755

資 産 合 計 136,605,113 負 債 及 び 純 資 産 合 計 136,605,113
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連 結 損 益 計 算 書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,319,075
売 上 原 価 8,487,813

売 上 総 利 益 6,831,262
販売費及び一般管理費 1,416,881

営 業 利 益 5,414,380
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 302,600
そ の 他 の 営 業 外 収 益 9,064 311,664

営 業 外 費 用
支 払 利 息 164,979
社 債 利 息 295,755
そ の 他 の 営 業 外 費 用 50,381 511,116
経 常 利 益 5,214,928

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,833
投 資 有 価 証 券 売 却 益 696,084 697,917

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 23,778
投 資 有 価 証 券 評 価 損 147,080 170,858
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,741,987
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,826,083
法 人 税 等 調 整 額 △3,188 1,822,895
当 期 純 利 益 3,919,092
親会社株主に帰属する当期純利益 3,919,092
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連結株主資本等変動計算書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 9,827,611 9,786,093 43,029,004 △1,126,658 61,516,050
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,290,563 △1,290,563
親会社株主に帰属する当期純利益 3,919,092 3,919,092
自 己 株 式 の 取 得 △1,046,095 △1,046,095
自 己 株 式 の 処 分 △3,913 13,652 9,738
自 己 株 式 の 消 却 △958,649 958,649 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 376,309 △376,309 －

連結会計年度中の変動額合計 － △586,253 2,252,218 △73,794 1,592,171
当 期 末 残 高 9,827,611 9,199,840 45,281,222 △1,200,452 63,108,221

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 土地再評価差額金 その他の包括

利益累計額合計
当 期 首 残 高 7,385,655 △4,768,378 2,617,277 95,530 64,228,858
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,290,563
親会社株主に帰属する当期純利益 3,919,092
自 己 株 式 の 取 得 △1,046,095
自 己 株 式 の 処 分 9,738
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △1,541,425 72,164 △1,469,261 25,987 △1,443,273

連結会計年度中の変動額合計 △1,541,425 72,164 △1,469,261 25,987 148,897
当 期 末 残 高 5,844,230 △4,696,213 1,148,016 121,518 64,377,755
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社は京阪神建築サービス株式会社の１社であり、非連結子会社はありません。
（2）会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券

　満期保有目的の債券………償却原価法
　そ の 他 有 価 証 券
　時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定)

　時価のないもの………移動平均法による原価法
　　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産………定額法
無 形 固 定 資 産………定額法

　
　 ③ 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権は財務内容評価法によっております。
当連結会計年度においては該当がないため計上しておりません。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に充てるため、前連結会計年度の支給実績を勘案して
当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

　
　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

………当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、
その他の工事については、工事完成基準を適用しております。

　
　 ⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　 退職給付に係る会計処理の方法

………当社グループは退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額等を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

消費税等の会計処理………税抜き方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用
として処理しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 40,052,427千円
（2）土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める固定資産
税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出
（再評価を行った年月日）
2002年３月31日

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び株式数

普通株式 52,882,298株
（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月18日
定時株主総会 普通株式 684,926 13.00 2019年３月31日 2019年６月19日
2019年10月25日
取締役会 普通株式 605,637 11.50 2019年９月30日 2019年12月５日

計 1,290,563
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　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2020年６月16日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し
ております。
（イ）配当金の総額 805,476千円
（ロ）１株当たり配当額 15.50円
（ハ）基準日 2020年３月31日
（ニ）効力発生日 2020年６月17日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（3）当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる株式の種
類及び数
普通株式 193,000株

　
４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い流動的な金融資産等に限定し、また資金調達について
は、金融機関からの借入及び社債発行によることとしております。
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとに期日管理を
行っております。また、当社グループの主な事業である不動産賃貸事業は、事業の性格上、大半の取引先か
ら翌月分の賃料を前月末日までに前受けしており、また敷金及び保証金を差入れいただくことにより、リス
ク低減を図っております。
　投資有価証券は主として上場株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業務上の関係を
有する企業の株式であり、定期的に株式の保有効果を取締役会において検証しております。
　営業債務である買掛金は１年以内の支払期日としております。
社債は主として設備投資に係る資金調達であり、償還期間は10年、15年と20年であります。借入金につ
きましては、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（借入期間は７年から15年）は
主に設備投資に係る資金調達であります。
長期借入金は原則として固定金利により調達をしております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含めておりません。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1)現金及び預金 13,205,088 13,205,088 －
(2)受取手形及び売掛金 408,750 408,750 －
(3)投資有価証券
その他有価証券 12,286,257 12,286,257 －

資産計 25,900,096 25,900,096 －
(4)買掛金 8,356 8,356 －
(5)短期借入金 2,500,000 2,500,000 －
(6)社債 40,000,000 39,333,848 △666,151
(7)長期借入金
（１年内返済予定含む） 15,901,950 16,027,952 126,002

負債計 58,410,306 57,870,157 △540,148

（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(3)投資有価証券
これらの時価について、株式は金融商品取引所の価格によっております。

(4)買掛金及び(5)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(6)社債及び(7)長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規発行または新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額343,091千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･
フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資
有価証券」には含めておりません。
また、営業債権の差入保証金・敷金（連結貸借対照表計上額2,193,232千円）、並びに営業債務
の長期預り保証金・敷金（連結貸借対照表計上額6,212,865千円）は回収期日または返済期日
の定めがないため、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが
極めて困難と認められます。
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５．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、大阪府その他の地域において賃貸用の不動産を有しております。2020年３月期にお
ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,813,993千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計
上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価
94,764,826千円 167,330,000千円

　
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2. 連結計算書類提出会社本社に係る有形固定資産残高は、上記の表には含めておりません。
3. 本社の所有している東京都港区及び大阪市内の土地に建物の建設をしております。それに伴い、
当連結会計年度末の有形固定資産残高に建設仮勘定12,593,337千円を計上しておりますが、時
価を把握することが極めて困難であるため、上記の表には含めておりません。

4. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づき、社外の不動産鑑定士
が算定した金額であります。

６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,236円50銭
（2）１株当たり当期純利益 74円63銭

７．重要な後発事象に関する注記
　固定資産の譲渡
2020年３月27日開催の取締役会において、次のとおり固定資産を譲渡することを決議し、４月17日付で譲
渡契約を締結し、同日付で物件の引渡しを実施しました。

（１）譲渡の理由
　中期経営計画の重要施策に掲げております「既存施設の見直し」の一環として、当施設の売却を行いまし
た。
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（２）譲渡資産の内容
（単位：百万円）

資産の名称、所在地及び内容 譲渡価格 固定資産売却益
（概算） 現 況

名 称：遠矢浜倉庫
所在地：兵庫県神戸市兵庫区遠矢浜町5番35号
土 地：5,158.42㎡
建 物：9,046.80㎡

1,300 803 賃貸用不動産

８．その他の注記
　資産除去債務に関する注記
（1）資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
　 ① 当該資産除去債務の概要
　 事業用定期借地契約に伴う原状回復義務であります。

　 ② 当該資産除去債務の金額の算定方法
　 契約に基づく残存年数を使用見込期間と見積もり、割引率は0.326%を使用して資産除去債務の金額を
計算しております。

　 ③ 当該資産除去債務の総額の増減
　期首残高 113,827千円
　時の経過による調整額 371千円
　期末残高 114,198千円

（2）連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　 当社グループは、一部の借地について、不動産賃貸借契約に基づく退去時の原状回復に係る債務等を有し
ておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、また、現時点において将来退去する
予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資
産除去債務を計上しておりません。

　
９．記載金額は、３．(2)１株当たり配当額及び６．１株当たり情報に関する注記を除き千円未満を切り捨てて表
示しております。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 13,239,291 流 動 負 債 8,293,949
現 金 及 び 預 金 12,795,836 買 掛 金 8,356
受取手形及び売掛金 314,382 短 期 借 入 金 4,146,000
前 払 費 用 128,406 未 払 法 人 税 等 994,678
そ の 他 の 流 動 資 産 664 前 受 金 836,907

固 定 資 産 122,961,291 賞 与 引 当 金 29,190
有形固定資産 107,460,636 設 備 関 係 未 払 金 1,545,741
建 物 及 び 構 築 物 28,898,029 そ の 他 の 流 動 負 債 733,075
土 地 52,664,231 固 定 負 債 63,848,668
信 託 建 物 2,092,687 社 債 40,000,000
信 託 土 地 11,038,280 長 期 借 入 金 14,255,950
建 設 仮 勘 定 12,614,237 長 期 未 払 金 76,800
その他の有形固定資産 153,170 長期預り保証金・敷金 6,212,865

無形固定資産 116,323 繰 延 税 金 負 債 1,971,127
投資その他の資産 15,384,332 再評価に係る繰延税金負債 1,142,377
投 資 有 価 証 券 12,629,349 退 職 給 付 引 当 金 75,349
関 係 会 社 株 式 111,200 資 産 除 去 債 務 114,198
差 入 保 証 金 ・ 敷 金 2,193,232 負 債 合 計 72,142,617
長 期 前 払 費 用 425,550 純 資 産 の 部
そ の 他 の 資 産 25,000 株 主 資 本 62,788,430

資 本 金 9,827,611
資 本 剰 余 金 9,199,840
資 本 準 備 金 9,199,840

利 益 剰 余 金 44,961,431
利 益 準 備 金 872,302
そ の 他 利 益 剰 余 金 44,089,128
固定資産圧縮積立金 127,467
別 途 積 立 金 27,013,900
繰 越 利 益 剰 余 金 16,947,761

自 己 株 式 △1,200,452
評価・換算差額等 1,148,016
その他有価証券評価差額金 5,844,230
土地再評価差額金 △4,696,213
新 株 予 約 権 121,518
純 資 産 合 計 64,057,965

資 産 合 計 136,200,582 負 債 及 び 純 資 産 合 計 136,200,582
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損 益 計 算 書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 14,954,376
売 上 原 価 8,346,211

売 上 総 利 益 6,608,164
販売費及び一般管理費 1,345,011

営 業 利 益 5,263,153
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 402,585
そ の 他 の 営 業 外 収 益 19,264 421,849

営 業 外 費 用
支 払 利 息 164,979
社 債 利 息 295,755
そ の 他 の 営 業 外 費 用 50,124 510,858
経 常 利 益 5,174,144

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,833
投 資 有 価 証 券 売 却 益 696,084 697,917

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 23,778
投 資 有 価 証 券 評 価 損 147,080 170,858
税 引 前 当 期 純 利 益 5,701,202
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,778,761
法 人 税 等 調 整 額 △4,366 1,774,394
当 期 純 利 益 3,926,807
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株主資本等変動計算書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

当 期 首 残 高 9,827,611 9,199,840 586,253 9,786,093 872,302
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △3,913 △3,913
自 己 株 式 の 消 却 △958,649 △958,649
利益剰余金から資本剰余金への振替 376,309 376,309

事業年度中の変動額合計 － － △586,253 △586,253 －
当 期 末 残 高 9,827,611 9,199,840 － 9,199,840 872,302

（単位：千円）
株 主 資 本
利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 127,467 27,013,900 14,687,827 42,701,497
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,290,563 △1,290,563
当 期 純 利 益 3,926,807 3,926,807
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
自 己 株 式 の 消 却
利益剰余金から資本剰余金への振替 △376,309 △376,309

事業年度中の変動額合計 － － 2,259,934 2,259,934
当 期 末 残 高 127,467 27,013,900 16,947,761 44,961,431

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 32 ―

（単位：千円）
株 主 資 本

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 △1,126,658 61,188,543
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,290,563
当 期 純 利 益 3,926,807
自 己 株 式 の 取 得 △1,046,095 △1,046,095
自 己 株 式 の 処 分 13,652 9,738
自 己 株 式 の 消 却 958,649 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 －

事業年度中の変動額合計 △73,794 1,599,886
当 期 末 残 高 △1,200,452 62,788,430

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 土地再評価差額金 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 7,385,655 △4,768,378 2,617,277 95,530 63,901,351
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,290,563
当 期 純 利 益 3,926,807
自 己 株 式 の 取 得 △1,046,095
自 己 株 式 の 処 分 9,738
自 己 株 式 の 消 却 －
利益剰余金から資本剰余金への振替 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △1,541,425 72,164 △1,469,261 25,987 △1,443,273

事業年度中の変動額合計 △1,541,425 72,164 △1,469,261 25,987 156,613
当 期 末 残 高 5,844,230 △4,696,213 1,148,016 121,518 64,057,965
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券

　満期保有目的の債券………償却原価法
　子 会 社 株 式………移動平均法による原価法
　そ の 他 有 価 証 券
　時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定)

　時価のないもの………移動平均法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産………定額法
無 形 固 定 資 産………定額法

　
（3）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権は財務内容評価法によっております。
当事業年度においては該当がないため計上しておりません。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に充てるため、前事業年度の支給実績を勘案して当事
業年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

………当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
ついては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ
の他の工事については、工事完成基準を適用しております。

　
（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理………税抜き方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用とし
て処理しております。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 40,052,427千円
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 務 9,130千円
（3）土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資
産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出
（再評価を行った年月日）
2002年３月31日

　
３．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

売 上 高 960千円
売 上 原 価 749,425千円
営業取引以外の取引高 110,200千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末の発行済株式の種類及び株式数
普通株式 52,882,298株

　 当事業年度末の自己株式の種類及び株式数
普通株式 916,057株
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５．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　減価償却費償却限度超過額 25,179千円
　減損損失（長期前払費用） 535,267千円
　減損損失（建物及び構築物他） 128,372千円
　退職給付引当金 23,057千円
　株式報酬費用 37,184千円
　長期未払金（役員退職慰労金） 23,500千円
　投資有価証券評価損 102,868千円
　ゴルフ会員権 18,725千円
　資産除去債務 34,944千円
　未払事業税 62,829千円
　その他 17,723千円
　 繰延税金資産小計 1,009,653千円
　評価性引当額 △344,078千円
　 繰延税金資産合計 665,575千円

繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 △56,203千円
　固定資産（資産除去債務部分） △30,684千円
　その他有価証券評価差額金 △2,549,815千円

繰延税金負債合計 △2,636,703千円
　 繰延税金負債の純額 △1,971,127千円

再評価に係る繰延税金資産
　土地再評価差額金 2,302,015千円
　評価性引当額 △2,229,851千円
　再評価に係る繰延税金資産合計 72,164千円

再評価に係る繰延税金負債
　土地再評価差額金 △1,214,541千円
　再評価に係る繰延税金負債合計 △1,214,541千円
　再評価に係る繰延税金負債の純額 △1,142,377千円

　
（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、注記を省略しております。
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６．関連当事者との取引に関する注記
　子会社

属性及び会社等の名称 議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
京阪神建築サービス株式会社

所有
直接100％

土地建物賃貸 賃料の受入 960 ― ―
保守管理仕入 保守管理費支払 749,425 未払金 9,130
資金の受入 配当金の受取 100,000 ― ―
役務の提供 業務の受託 10,200 ― ―
役員の兼任

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 保守管理の仕入れに関しては、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
2. 子会社は期末の剰余金の状況を勘案し、安定的かつ継続的に配当を実施する方針であります。
3. 取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　
７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,230円35銭
（2）１株当たり当期純利益 74円77銭

８．重要な後発事象に関する注記
　 連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

９．その他の注記
　資産除去債務に関する注記
　 連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

10. 記載金額は、７．１株当たり情報に関する注記を除き千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年５月８日

京阪神ビルディング株式会社
取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
　大阪事務所

指定社員
業務執行社員 公認会計士 洪 誠悟㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 濵田 善彦㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、京阪神ビルディング株式会社の
2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、京阪神ビルディング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
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・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2020年５月８日

京阪神ビルディング株式会社
　 取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
　大阪事務所

指定社員
業務執行社員 公認会計士 洪 誠悟㊞
指定社員
業務執行社員 公認会計士 濵田 善彦㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、京阪神ビルディング株式会
社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第97期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 41 ―

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第97期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の
一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、社外取締役を含む取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、常勤監査役が子会社の監
査役を兼務しており、子会社の取締役会等重要な会議に出席し事業の報告を受け、必
要に応じて説明を求め意見を表明いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③財務報告に係る内部統制については、取締役等及び仰星監査法人から当該内部統制の
整備・運用評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を受けました。

　以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結
計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る
内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人 仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人 仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2020年５月11日
京阪神ビルディング株式会社 監査役会

常勤監査役 西 田 滋 ㊞
社外監査役 富 髙 正 信 ㊞
社外監査役 竹 田 千 穂 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

【会社提案（第１号議案から第４号議案まで）】
第１号議案 剰余金の配当の件
当社は、営業地盤拡充のための今後の事業展開、内部留保の充実による企業体質の強化な
どを勘案して、安定的な配当を継続して実施しつつ、総合的、長期的に株主利益の向上を図
ることを基本方針としています。
第97期の剰余金の配当につきましては、2020年３月期の業績などを踏まえまして、以下
のとおりといたしたいと存じます。

　 １．配当財産の種類
金銭

　 ２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金15円50銭
総額805,476,736円
なお、中間配当金として11円50銭をお支払いしておりますので、年間配当金は１株に
つき27円となります。

　 ３．剰余金の配当が効力を生ずる日
2020年６月17日
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第２号議案 取締役５名選任の件
本総会終結の時をもって取締役 中野健二郎氏、南 浩一氏、多田順一氏および河内一友
氏の４名が任期満了となり、また取締役 山本真司氏および谷口昌和氏が辞任されますので、
取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本件が原案どおり承認された場合、当社の取締役７名のうち４名を東京証券取引所
の定める独立役員とする予定であり、当社の取締役の過半数が独立役員となります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１

なかの けんじろう

中 野 健 二 郎
（1947年８月13日生）

1971年４月 株式会社住友銀行 入行
1998年６月 同行 取締役
2002年６月 株式会社三井住友銀行 常務執行役員
2004年４月 同行 常務取締役兼常務執行役員
2005年６月 同行 代表取締役専務兼専務執行役員
2006年４月 同行 代表取締役兼副頭取執行役員
2008年４月 同行 代表取締役副会長
2010年６月 当社 代表取締役社長
2016年６月 当社 取締役会長（現任）
(重要な兼職の状況）
丸一鋼管株式会社 社外取締役
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社
社外取締役（監査等委員）

44,000株

【取締役候補者とした理由】
　会社経営にかかわる長年の経験と国内外の経済・金融市場に関する豊富な知見を有しており、当社で
も2010年以来社長・会長を歴任して事業内容や業界環境に通じていることから、引き続き取締役候補
者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

２

みなみ こういち

南 浩 一
（1955年３月21日生）

1977年４月 株式会社住友銀行 入行
2005年６月 株式会社三井住友銀行 執行役員

法人審査第二部長
2008年４月 同行 常務執行役員
2011年４月 同行 取締役兼専務執行役員
2013年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ

常任監査役
株式会社三井住友銀行 監査役

2016年６月 当社 代表取締役社長（現任）

24,000株

【取締役候補者とした理由】
　長年の業務経験から企業経営および経済・産業動向等を踏まえた事業評価や監査分野に豊富な知見を
有し、当社でも社長として2019年10月に新中期経営計画を策定、推進中であることから、引き続き取
締役候補者といたしました。

３

※
いせむら せいすけ

伊 勢 村 誠 介
（1959年３月21日生）

1981年４月 鹿島建設株式会社 入社
2014年４月 同社 関西支店建築部 見積調達グループ長
2017年３月 同社 関西支店建築部 建築工事部長
2019年４月 当社 理事 建築技術部 部付部長（現任）

500株

【取締役候補者とした理由】
　長年の業務経験からビルの建築施工および管理全般に精通しており、当社のビル事業の展開の技術
面を統括する役割が期待できることから、新たに取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

４

かわうち かずとも

河 内 一 友
（1947年５月18日生）

1971年４月 株式会社毎日放送 入社
2002年６月 同社 取締役
2003年６月 同社 常務取締役
2007年６月 同社 代表取締役社長
2015年６月 同社 代表取締役会長
2016年６月 当社 取締役（現任）
2017年４月 株式会社ＭＢＳメディアホールディングス

代表取締役会長
2019年６月 同社 最高顧問（現任）
(重要な兼職の状況)
株式会社ＲＫＢ毎日ホールディングス 社外取締役
株式会社きんえい 社外取締役

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　会社経営者としての長年の経験と幅広い見識を有しており、業務執行を行う経営陣から独立した客
観的な視点で経営を監督することを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

５

※
つじ たかし

辻 卓 史
（1942年10月３日生）

1966年４月 宇部興産株式会社 入社
1983年10月 鴻池運輸株式会社 入社 常勤顧問
1983年12月 同社 専務取締役
1987年12月 同社 代表取締役副社長
1989年12月 同社 代表取締役社長
2000年６月 同社 代表取締役会長
2017年６月 同社 取締役会長（現任）
(重要な兼職の状況)
鴻池運輸株式会社 取締役会長

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　会社経営者としての長年の経験と幅広い見識を有しており、業務執行を行う経営陣から独立した客
観的な視点で経営を監督することを期待し、新たに社外取締役候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 氏名欄中※印は新任候補者であります。
3. 河内一友氏および辻 卓史氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般
株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員の候補者であります。

4. 河内一友氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
5. 当社は河内一友氏との間で、定款の規定に基づき、会社法第427条第１項で定める責任限定契約を締
結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の規定する額であります。同氏の再任が
承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 49 ―

6. 当社は辻 卓史氏の選任が承認された場合、同氏との間で、定款の規定に基づき、会社法第427条第
１項で定める責任限定契約を締結する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の
規定する額であります。

第３号議案 社外取締役の報酬額改定の件
　当社の取締役の金銭報酬額は、2016年６月21日開催の当社第93回定時株主総会におい
て、年額２億２千万円以内（うち社外取締役３千万円以内。使用人兼務取締役に対する使用
人給与は含まない。）としてご承認いただいております。
　今般、第２号議案に記載のとおり、コーポレートガバナンスの一層の強化を図るため、社
外取締役１名の増員を提案させていただいております。
　つきましては、社外取締役を取り巻く環境の変化に対応できるよう、取締役の金銭報酬額
の総額（２億２千万円以内）は変更せずに、社外取締役の報酬のみを年額３千万円以内から
年額５千万円以内に改定させていただきたいと存じます。
　なお、現在の取締役は８名（うち社外取締役３名）ですが、第２号議案を原案どおりご承
認いただきますと、取締役は７名（うち社外取締役４名）となります。

第４号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定
　 の件
当社の取締役の金銭報酬額は、2016年６月21日開催の当社第93回定時株主総会におい
て、年額２億２千万円以内（うち社外取締役３千万円以内。使用人兼務取締役に対する使用
人分給与は含まない。）とし、また、当該金銭報酬額とは別枠で、株式報酬型ストックオプ
ションとしての新株予約権に関する報酬額を社外取締役以外の取締役につき年額５千万円以
内として設定する旨ご承認をいただいております。
　今般、当社は、役員報酬制度見直しの一環として、当社の取締役（社外取締役を除く。以
下、「対象取締役」という。）が、株主重視の経営意識をより一層高めることを目的として、
株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に代えて、一定の譲渡制限期間および当
社による無償取得事由等の定めに服する当社普通株式（以下、「譲渡制限付株式」という。）
を下記のとおり割り当てることといたしたいと存じます。
　つきましては、上記の株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬額
の定めを廃止し、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしまし
て、上記の取締役（社外取締役を除く。）の金銭報酬額とは別枠として、対象取締役に対す
る譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額５千万円以内
として設定いたしたいと存じます。
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なお、譲渡制限付株式の割当ては、対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案して
決定しており、その内容は相当なものであると考えております。
　また、本議案の承認可決を条件として、従前の社外取締役以外の取締役および社外監査役
以外の監査役に対する上記の株式報酬型ストックオプションに係る報酬額の定めを廃止し、
以後、当該報酬額の定めに基づく株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権の割当
ては行わないものといたします。
　第２号議案および第４号議案が承認可決されますと、割当ての対象となる社外取締役以外
の取締役の員数は３名となります。

記

　対象取締役に対する譲渡制限付株式の具体的な内容および数の上限

１．譲渡制限付株式の割当ておよび払込み
　当社は、対象取締役に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬と
して上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各対象取締役は、当該金銭報酬債権の全
部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。
　なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行または処分に係る当社取締役会決議の日の
前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していな
い場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受け
る対象取締役に特に有利な金額とならない範囲で当社取締役会において決定する。
　また、上記金銭報酬債権は、対象取締役が、上記の現物出資に同意していることおよび下
記３．に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支給す
る。

２．譲渡制限付株式の総数
　対象取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数７万株を、各事業年度において割り
当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
　ただし、本議案の決議の日以降、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当
てを含む。）または株式併合が行われた場合その他これらの場合に準じて割り当てる譲渡制
限付株式の総数の調整を必要とする場合には、当該譲渡制限付株式の総数を合理的に調整す
ることができる。

３．譲渡制限付株式割当契約の内容
　譲渡制限付株式の割当てに際し、当社取締役会決議に基づき、当社と譲渡制限付株式の割
当てを受ける対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約は、以下の内容を含むも
のとする。
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(1)譲渡制限の内容
　譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締
役および執行役員のいずれの地位からも退任する日までの期間（以下、「譲渡制限期間」と
いう。）、当該対象取締役に割り当てられた譲渡制限付株式（以下、「本割当株式」という。）
につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切
の処分行為をすることができない（以下、「譲渡制限」という。）。

(2)譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最
初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役および執行役員のいず
れの地位からも退任した場合には、当社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、本
割当株式を当然に無償で取得する。
　また、本割当株式のうち、上記(1)の譲渡制限期間が満了した時点において下記(3)の譲渡
制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、当社はこ
れを当然に無償で取得する。

(3)譲渡制限の解除
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最
初に到来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役または執行役員のい
ずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につき、譲渡制限期間が満了し
た時点をもって譲渡制限を解除する。
　ただし、当該対象取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間の開
始日以降、最初に到来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役および執
行役員のいずれの地位からも退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数および
譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4)組織再編等における取扱い
　当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株
式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただ
し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取
締役会）で承認された場合には、当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該
組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につき、当該組
織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。
　この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、
なお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。
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（ご参考）
　当社は、本株主総会終結の時以降、上記の譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を、当
社の執行役員に対し、割り当てる予定です。

【株主提案（第５号議案から第８号議案まで）】
　第５号議案から第８号議案は、株主様２名（以下「提案株主」といいます。）からのご提案
によるものです。
　なお、提案株主から通知された提案の議案および議案の概要は、各議案毎に整理し、そのま
ま記載しております。

第５号議案 取締役１名選任の件
　１．提案の内容
　取締役１名（候補者：丸木 強）を社外取締役として選任する。
氏 名
(生年月日) 略歴および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

まるき 　 つよし

丸 木 強
（1959年7月23日生）

1982年４月 野村證券株式会社 入社
1999年８月 株式会社Ｍ＆Ａコンサルティング 取締役副社長
2006年５月 株式会社ＭＡＣアセットマネジメント

代表取締役
2010年２月 株式会社ＴＮＰストラテジックキャピタル

代表取締役
2012年９月 株式会社ストラテジックキャピタル

代表取締役（現任）
(重要な兼職の状況)
株式会社ストラテジックキャピタル 代表取締役

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　2020年４月10日現在の当社の常勤取締役５名のうち４名が、2019年９月末現在持株比率が発行済株式
総数の４％に過ぎない三井住友銀行出身者で占められ、会社が私物化されている懸念があります。社外取締
役の人員を増やすことで当社の不透明なガバナンスを是正するため、業務執行を行う経営陣から独立した客
観的な視点で経営を監督することを期待し、新たに社外取締役候補者としました。
　また、候補者が、野村證券株式会社での業務を通じて得た資本市場の知見と、その後から現在までの投資
運用業者の経営者及び運用担当者としての経験から、当社の株主価値の向上に貢献できることを期待し、新
たに候補者といたしました。
　なお、候補者が代表取締役を務めるストラテジックキャピタルが運用するファンドの2020年３月31日現
在の持株比率は発行済株式総数の5.46％であり、総議決権数に対する比率も10%未満です。したがって、主
要株主ではありません。

2020年05月14日 14時42分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 53 ―

（注）1. 候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
2. 候補者が代表を務める株式会社ストラテジックキャピタルは、本年３月末日現在で当社株式を100株
保有するとともに、同じく同日現在当社株式を288万7700株保有するINTERTRUST TRUSTEES
(CAYMAN) LIMITED SOLELY IN ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-UPとの間で投資一
任契約を締結しています。

3. 候補者の選任をご承認いただいた場合、同氏は東京証券取引所の定める独立役員として届け出される
予定です。

２．提案の理由
　候補者は、本株主提案の共同提案者である株式会社ストラテジックキャピタルの代表者で
ある。同社は、これまで多くの上場企業に対して株主の立場から様々な提案や働きかけを行
い、実際に株主価値向上を実現してきた実績を有する。
　仮に、第６号議案ないし第８号議案のいずれかが可決された場合、候補者は、取締役会の
一員としてその推進を担うことが期待できる。他方、第６号議案ないし第８号議案のうち可
決されないものがあった場合でも、当社の株主価値を向上させるための施策を取締役会に提
案し、継続的な議論をさせる役割を担うことができる。
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【第５号議案に対する取締役会の意見】
当社取締役会としては、第５号議案に反対いたします。

反対の理由
　①本議案が主張するガバナンス上の懸念は当たらないこと
　当社は、透明かつ公正な経営組織の確立、経営の重要事項に対する意思決定の迅速化、
業務執行の監督機能の強化を通じて、企業の健全性と経営の効率性を向上させることが極
めて重要であり、企業価値の向上に資するものと考えております。
　上記方針のもと、当社取締役会は独立社外取締役（いずれも東京証券取引所が定める独
立役員として届出）の活用による監督機能強化を重視しており、取締役会では取締役8名
のうち３名、任意の指名・報酬委員会では委員５名のうち３名を占める独立社外取締役が
経営陣から独立した客観的な視点で経営の監督を行っております。
　当社は近年、執行役員制度の導入や指名・報酬委員会の設置、社外取締役の増員等、さ
らなるコーポレートガバナンス体制の向上に取り組んでおり、本総会で会社提案の第２号
議案が原案通り可決されますと、取締役７名のうち過半数の４名が独立社外取締役となり、
社外取締役を活用した経営の客観性・公正性が一層強化されると考えております。したが
って、本議案が指摘する一部役員による経営の私物化・不透明なガバナンス等の懸念はあ
りません。
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　②当社の取締役には、幅広いステークホルダーの中長期的な利益向上を実現し得る人材
が相応しいこと
　当社は、株主との建設的な議論や意見交換は当社の持続的な成長と企業価値の向上に資
するとの考えのもと、本議案の共同提案者である株式会社ストラテジックキャピタル及び
本議案の候補者であり同社の代表取締役である丸木氏と、従前から対話を続けてまいりま
した。しかし、従前の対話において提案を受けた内容は、当社の中長期的な企業価値向上
ではなく、資産の売却による短期での株主還元強化を求めるものが中心でした。実際に同
候補者が当社取締役として選任された場合に推進すると表明している不動産賃貸業の廃業
と全資産の売却も、短期的な利益確定のみを目的とするもので、株主・従業員・取引先・
地域社会等の幅広いステークホルダーの中長期的な利益向上の観点は反映されておりませ
ん。当社は事業用不動産賃貸業を中長期において安定的かつ着実に成長させるとの視点で
取り組むことで幅広いステークホルダーの信頼に応えることを目指しており、当社の取締
役には、短期的な株主価値の向上に限らず、幅広いステークホルダーの価値向上に対して、
総合的かつバランスのとれた知見を有する人材が適任と考えております。

　上記の点を踏まえ、指名・報酬委員会において取締役候補者について慎重に議論を重ね
た結果、当社の取締役には、幅広いステークホルダーの中長期的な利益向上を実現し得る
人材が相応しく、会社提案の取締役候補者からなる取締役会の構成が当社の中長期的な企
業価値向上に資するとの答申となりました。これを受け当社取締役会は、第２号議案に記
載の取締役候補者を会社提案として株主総会に付議しております。従いまして、当社取締
役会としては、本議案に反対いたします。

第６号議案 目的の変更に係る定款変更の件
　１．提案の内容
　現行の定款の第２条に新たな（１）を加え、現行の（１）を（２）とするとともに
「賃貸借」を削除する。

変更案
（目的）
第２条 （現行どおり）
（１） 【新設】 投資法人資産運用業を営む会社の株式を所有することによる当該会
　 社の事業活動の支配・管理

（２） 【現行定款第２条（１）の変更】 不動産の所有および管理
　 （以下、現行定款第２条（２）～（６）を（３）～（７）に繰り下げ）
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（中略）
付則
（中略）
（実施期日）
第２条 本定款の第２条（２）の変更は、第98回定時株主総会の議決権の基準日を効力
　 発生日とし、本条の規定は、同日をもって削除する。

２．提案の理由
　当社の一株当たり純資産額は、保有する賃貸等不動産の時価が1633億円であるとの
2019年３月期の有価証券報告書（以下「有価証券報告書」という。）における開示に基づい
て含み益を調整すると、2235円と算定される。しかし、現在の当社の株価はこれを大きく
下回っている。
　提案株主が試算する当社の資本コストは８％だが、当社のＲＯＥ（自己資本利益率）はこ
れを大きく下回る5.8％である。提案株主は、不動産賃貸業を主たる業務とする当社の株式
が、これを保有する投資家の期待リターンに応えていくものとなることは非常に難しいと考
えており、当社が賃貸用として保有する不動産をＲＥＩＴ（不動産投資信託）に移管したう
えで、そのＲＥＩＴの配当利回りで投資家の期待に応えていくべきであると考える。
　そこで、まず当社の目的を変更し、ＲＥＩＴの運用会社として当社の100％子会社を設立
する。つぎに、「（不動産の）賃貸」が目的から削除されるまでの約１年の猶予期間に、当社
が賃料収入を得ている不動産をＲＥＩＴに移管し、当社子会社が当該ＲＥＩＴを不動産投資
運用会社として運用していくことを提案するものである。そして、当社が現在開発中の不動
産については、当社が継続してこれを行い、開発が終了次第、当該ＲＥＩＴに譲渡すること
を前提としている。
　なお、当社保有の不動産を当該ＲＥＩＴに移管する際には、公正な価格で譲渡していただ
くべきであるが、当該ＲＥＩＴ以外の売却先に対し、より高い価格で売却可能であれば、必
ずしも譲渡先を当該ＲＥＩＴに限定するものではない。そして、当該ＲＥＩＴまたは当該Ｒ
ＥＩＴ以外に売却した不動産の売却代金と第８号議案で提案する政策保有株式の売却代金に
当社が保有する現金を加え、有利子負債を返済したうえで、特別配当により当社の株主に金
銭を返還していただきたいと考える。
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【第６号議案に対する取締役会の意見】
当社取締役会としては、第６号議案に反対いたします。

反対の理由
　当社は経営・財務の安定性を重視し、持続的成長を果たすことで、株主還元の強化や社
会貢献等で中長期にわたり全てのステークホルダーの期待に応えてまいります。
　当社は、従前より経営理念に掲げる通り、株主をはじめ幅広いステークホルダーの中長
期的な利益の向上のため、永続的な事業継続を前提に、当社の事業を安定的かつ着実に成
長させるとの視点から経営を行っております。
　第６号議案は、当社が長期にわたり株主・従業員・取引先・地域社会の皆様の信頼を得
て持続的に成長させてきた不動産賃貸業の廃業を求めるもので、全ての保有不動産および
政策保有株式の売却にかかる議案（第７号議案、第８号議案）と相まって、当社が貸借対
照表に計上しているほぼ全ての資産の性急な現金化と特別配当による還元を求める内容と
なっています。このような提案は、株主価値の継続的な向上を含め、安定的かつ着実な成
長を基本とする当社の経営方針と相反し、また、当社の基盤となるべきバランスの取れた
財務基盤や、テナントやパートナー企業との関係性をも失う結果をもたらします。
　また、提案理由の中で、当社は提案株主様の期待リターンに応えることが難しいとの見
解が示されていますが、従来より事業の安定的かつ着実な成長を重視する当社は、昨今の
社会情勢にも鑑み、ROEのみを偏重することなく様々な経営指標を総合的に考慮し、事業
特性にあわせて株主を含めた様々なステークホルダーの価値向上に資する観点で経営を行
っております。この方針のもと、当社は本業である不動産賃貸業に注力することで、１株
当たり利益を増加させ、2015年３月期以降５期連続で増配を実施（14円から23円、計９
円。また、本総会で第１号議案が可決されると27円に増配）するなど、着実に株主還元を
増やしてまいりました。昨年公表した新中期経営計画では配当性向の目標値を従来比５～
10ポイント引き上げた35～40％としており、今後も、安定性・継続性を重視しながら、
株主の皆様のご期待に応えてまいる所存です。
　以上の通り、本議案は当社の経営方針と合致するものではありませんので、当社取締役
会としては本議案に反対いたします。
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第７号議案 重要な資産の譲渡の件
　１．提案の内容
　 当社が保有する全ての賃貸用不動産を、1985億円以上の価格で譲渡する。

　２．提案の理由
　本件は、当社が保有する全ての賃貸用不動産を公正な価格と考えられる1985億円以上の
価格で譲渡することを諮るものである。
　当社が保有する賃貸用不動産を売却する理由は、第６号議案に記載の通りである。
なお、公正な価格としての1985億円の算定根拠は、有価証券報告書58頁記載の賃貸等不動
産の時価1633億円に、同15頁記載の虎ノ門ビル（東京都港区）及びＯＢＰビル（大阪市中
央区）への投資予定総額の合計562億円から既支払額210億円を控除した352億円を加算し
た金額である。

【第７号議案に対する取締役会の意見】
当社取締役会としては、第７号議案に反対いたします。

反対の理由
　第６号議案に対する取締役会の意見に記載の通りです。

　なお、当議案は、当社が保有する資産の処分を求めるものですが、取締役会設置会社に
おける重要な財産の処分については、会社法上、取締役会の専決事項と定められておりま
す。また、定款変更なしに株主総会決議を求めていることからも適切でない面があります
が、当社としては、第６号～第８号議案が内容的に一連のものであり、当議案もあわせて
説明される方が株主提案の趣旨が明確になること、また、株主総会の有効な成立に影響を
及ぼすものではないことから、株主提案通りに上程いたしております。
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第８号議案 政策保有株式売却に係る定款変更の件
　１．提案の内容
　 現行の定款に以下の章及び条文を新設する。

　第８章 政策保有株式
　（政策保有株式の売却）
　第42条 当会社が、本条を追加する定款変更の効力発生日現在、貸借対照表に計上して
　 いる政策保有株式は、第98期中に、速やかに売却するものとする。

　２．提案の理由
　第６号議案の提案の通り、当社の子会社が投資法人資産運用業を営むに際し、当社の不
要な資産も売却して、その売却代金を当社の株主価値の向上のため特別配当の原資とする
べきである。

　株主提案の詳細な説明は、https://realize-value-keihanshin.com/ 又は株式会社ストラ
　テジックキャピタルのホームページ右上の特設サイトリンク https://stracap.jp/ を参
　照されたい。

【第８号議案に対する取締役会の意見】
　 当社取締役会としては、第８号議案に反対いたします。

反対の理由
　第６号議案に対する取締役会の意見に記載の通りです。

以 上
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株主総会会場ご案内略図

大阪市北区中之島五丁目３番68号

[JR]  JR東西線「新福島」駅下車  ２番出口より徒歩９分
[JR]  JR大阪環状線「福島」駅下車  徒歩11分
[京阪電車]  中之島線「中之島」駅下車  ３番出口直結
[阪神電車]  阪神本線「福島」駅下車  西３番出口より徒歩10分
[地下鉄]  四つ橋線「肥後橋」駅下車  徒歩12分

（お願い）駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

リーガロイヤルホテル ３階「光琳の間」会場

交通

電話:06（6448）1121（代表）

リーガロイヤルホテル

淀屋橋

従来の会場から変更しておりますので、
ご注意ください。
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